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奈良市報告第４２号

令和元年度決算に基づく奈良市財政の
健全化判断比率の報告について　　　

　地方公共団体の財政の健全化に関する法律（平成１９年法律第９４号）第３条第１項の

規定により、令和元年度決算に基づく奈良市財政の健全化判断比率を監査委員の意見を付

けて次のとおり報告する。

　　令和２年９月８日提出

奈良市長　　仲　川　元　庸　　

（単位：％）

比　率　名
令和元年度決算に基づく
健全化判断比率

早期健全化基準

実質赤字比率 ―  11.25

連結実質赤字比率 ―  16.25

実質公債費比率（３か年平均）  11.2   25.0 

将来負担比率 137.3 350.0

　備考　

　　実質赤字比率及び連結実質赤字比率は、実質赤字額がないため、「―」と記載している。
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奈良市報告第４３号

令和元年度決算に基づく奈良市公営企業の
資金不足比率の報告について　　　　　　

　地方公共団体の財政の健全化に関する法律（平成１９年法律第９４号）第２２条第１項

の規定により、令和元年度決算に基づく奈良市公営企業の資金不足比率を監査委員の意見

を付けて次のとおり報告する。

　　令和２年９月８日提出

奈良市長　　仲　川　元　庸　　

（単位：％）

会計の名称
令和元年度決算に
基づく資金不足比率

経営健全化基準

法
適
用

 水道事業会計 ―

下水道事業会計 ― 20.0

病院事業会計 ―

　備考

　　資金不足比率は、資金不足額がないため、「―」と記載している。
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奈良市報告第５６号

奈良市第４次総合計画の基本計画に係る実施状況（平成２８年度
～令和元年度）及び実施計画（令和２年度）の報告について　　

　奈良市第４次総合計画の基本計画に係る実施状況（平成２８年度～令和元年度）及び実

施計画（令和２年度）について、奈良市行政に係る基本的な計画の議決等に関する条例 

（平成２２年奈良市条例第２０号）第５条第１項及び第２項の規定により、次のとおり報

告する。

　　令和２年９月８日提出

奈良市長　　仲　川　元　庸　　

１　奈良市第４次総合計画【後期基本計画】実施状況（平成２８年度～令和元年度）及び

実施計画（令和２年度）（別冊）
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奈良市報告第５７号

市長専決処分の報告について

地方自治法第１８０条第１項の規定により、次に掲げる事件を別紙のとおり専決処分し

たので、同条第２項の規定によりこれを報告する。

　令和２年９月８日提出

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　奈良市長　　仲　川　元　庸　　

１　令和２年度奈良市国民健康保険特別会計補正予算（第１号）
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市　長　専　決　処　分　書

　地方自治法第１８０条第１項の規定に基づき、下記の事件を別紙のとおり専決処分する

ものとする。

　　令和２年８月２４日

奈良市長　　仲　川　元　庸　　

記

１　令和２年度奈良市国民健康保険特別会計補正予算（第１号）
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令和２年度奈良市国民健康保険
特別会計補正予算（第１号）　

　令和２年度奈良市の国民健康保険特別会計補正予算（第１号）は、次に定めるところに

よる。

（歳入歳出予算の補正）

第１条　歳入歳出予算の総額に、歳入歳出それぞれ８０，０００千円を追加し、歳入歳出

予算の総額を歳入歳出それぞれ３５，５８０，０００千円とする。

２　歳入歳出予算の補正の款・項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出

予算の金額は、「第１表　歳入歳出予算補正」による。
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第１表　歳入歳出予算補正

　歳　入

　歳　出

款 項 補正前の額 補　正　額 計

４．県 支 出 金 25,972,384 80,000 26,052,384

１．県 補 助 金 25,972,384 80,000 26,052,384

歳 入 合 計 35,500,000 80,000 35,580,000

款 項 補正前の額 補　正　額 計

７．諸 支 出 金 36,590 80,000 116,590

１．還 付 及 び
還 付 加 算 金 31,790 80,000 111,790

歳 出 合 計 35,500,000 80,000 35,580,000

千円 千円 千円

千円 千円 千円
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会　計

 性質区分

附表　２

節

 会計及び款

計

補 助 費 等

（単位：千円）

（単位：千円）

特 別 会 計 性 質 別 経 費 総 括 表

国 民 健 康 保 険

国 民 健 康 保 険 80,000 80,000

償 還 金
利 子 及 び
割 引 料

計

80,000

80,000

そ の 他 経 費 の 内 訳 表
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奈良市報告第５８号

市長専決処分の報告について

地方自治法第１８０条第１項の規定により、次に掲げる事件を別紙のとおり専決処分し

たので、同条第２項の規定によりこれを報告する。

　令和２年９月８日提出

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　奈良市長　　仲　川　元　庸　　

１　和解及び損害賠償の額の決定について
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市　長　専　決　処　分　書

　地方自治法第１８０条第１項の規定に基づき、下記の事件を専決処分するものとする。

　　令和２年８月６日

奈良市長　　仲　川　元　庸　　

記

　　　和解及び損害賠償の額の決定について

　令和２年６月１３日午後１１時頃、奈良市朱雀一丁目地内において発生した、冠水した

市道を通過した際の水圧により、走行していた相手方の普通自動車のアンダーカバーが損

傷した事故について、和解により次のとおり損害賠償の額を決定するものとする。

１　損害賠償の額　　４，１４７円

− 14 −



奈良市報告第５９号

市長専決処分の報告について

　地方自治法第１８０条第１項の規定により、次に掲げる事件を別紙のとおり専決処分し

たので、同条第２項の規定によりこれを報告する。

　　令和２年９月８日提出

奈良市長　　仲　川　元　庸　　

１　和解及び損害賠償の額の決定について
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市　長　専　決　処　分　書

　地方自治法第１８０条第１項の規定に基づき、下記の事件を専決処分するものとする。

　　令和２年８月６日

奈良市長　　仲　川　元　庸　　

記

　　　和解及び損害賠償の額の決定について

　令和２年６月２７日午前７時３０分頃、奈良市月ヶ瀬石打地内において発生した、市道

の穴ぼこにより、走行していた相手方の軽自動車のタイヤ等が損傷した事故について、和

解により次のとおり損害賠償の額を決定するものとする。

１　損害賠償の額　　１７，９０４円
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奈良市報告第６０号

市長専決処分の報告について

地方自治法第１８０条第１項の規定により、次に掲げる事件を別紙のとおり専決処分し

たので、同条第２項の規定によりこれを報告する。

　令和２年９月８日提出

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　奈良市長　　仲　川　元　庸　　

１　和解及び損害賠償の額の決定について
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市　長　専　決　処　分　書

　地方自治法第１８０条第１項の規定に基づき、下記の事件を専決処分するものとする。

　　令和２年８月１７日

奈良市長　　仲　川　元　庸　　

記

　　　和解及び損害賠償の額の決定について

　令和２年５月１３日午前７時５５分頃、奈良市学園大和町二丁目地内において発生した、

本市の公用車が相手方の軽自動車と接触し、損傷させた事故について、和解により次のと

おり損害賠償の額を決定するものとする。

１　損害賠償の額　　１７２，３５４円
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奈良市報告第６１号

市長専決処分の報告について

　地方自治法第１８０条第１項の規定により、次に掲げる事件を別紙のとおり専決処分し

たので、同条第２項の規定によりこれを報告する。

　　令和２年９月８日提出

奈良市長　　仲　川　元　庸　　

１　和解及び損害賠償の額の決定について
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市　長　専　決　処　分　書

　地方自治法第１８０条第１項の規定に基づき、下記の事件を専決処分するものとする。

　　令和２年８月１９日

奈良市長　　仲　川　元　庸　　

記

　　　和解及び損害賠償の額の決定について

　令和２年７月１７日午後２時３５分頃、奈良市学園朝日元町二丁目地内において発生し

た、本市の公用車が相手方のトラックに接触した事故について、和解により次のとおり損

害賠償の額を決定するものとする。

１　損害賠償の額　　９２，２４６円
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奈良市報告第６２号

市長専決処分の報告について

　地方自治法第１８０条第１項の規定により、次に掲げる事件を別紙のとおり専決処分し

たので、同条第２項の規定によりこれを報告する。

　　令和２年９月８日提出

奈良市長　　仲　川　元　庸　　

１　和解及び損害賠償の額の決定について
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市　長　専　決　処　分　書

　地方自治法第１８０条第１項の規定に基づき、下記の事件を専決処分するものとする。

　　令和２年８月２０日

奈良市長　　仲　川　元　庸　　

記

　　　和解及び損害賠償の額の決定について

　平成３０年１１月８日午前５時４０分頃、奈良市奈良阪町地内において発生した、市道

にせり出した樹木の枝により、走行していた相手方のトラックの積荷が損傷した事故につ

いて、和解により次のとおり損害賠償の額を決定するものとする。

１　損害賠償の額　　５６３，７３２円
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奈良市報告第６３号

市長専決処分の報告について

　地方自治法第１８０条第１項の規定により、次に掲げる事件を別紙のとおり専決処分し

たので、同条第２項の規定によりこれを報告する。

　　令和２年９月８日提出

奈良市長　　仲　川　元　庸　　

１　和解及び損害賠償の額の決定について
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市　長　専　決　処　分　書

　地方自治法第１８０条第１項の規定に基づき、下記の事件を専決処分するものとする。

　　令和２年８月２０日

奈良市長　　仲　川　元　庸　　

記

　　　和解及び損害賠償の額の決定について

　令和２年７月１７日午後９時４０分頃、奈良市中山町西一丁目地内において発生した、

市道の穴ぼこにより、走行していた相手方の自転車のタイヤが損傷した事故について、和

解により次のとおり損害賠償の額を決定するものとする。

１　損害賠償の額　　９９０円
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奈良市議案第９４号

令和２年度奈良市一般会計
補正予算（第５号）

　令和２年度奈良市の一般会計補正予算（第５号）は、次に定めるところによる。

　（歳入歳出予算の補正）

第１条　歳入歳出予算の総額に、歳入歳出それぞれ３，８８５，００９千円を追加し、歳

入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ１８８，８２６，１５９千円とする。

２　歳入歳出予算の補正の款・項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出

予算の金額は、「第１表　歳入歳出予算補正」による。

　（債務負担行為の補正）

第２条　債務負担行為の追加は、「第２表　債務負担行為補正」による。

　（地方債の補正）

第３条　地方債の変更は、「第３表　地方債補正」による。

　　令和２年９月８日提出

奈良市長　　仲　川　元　庸　　
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第１表　歳入歳出予算補正

　歳　入

款 項 補正前の額 補　正　額 計

12．地 方 交 付 税 14,700,000 74,092 14,774,092

１．地 方 交 付 税 14,700,000 74,092 14,774,092

16．国 庫 支 出 金 65,771,991 1,763,162 67,535,153

１．国 庫 負 担 金 19,309,368 98,601 19,407,969

２．国 庫 補 助 金 38,352,200 245,769 38,597,969

４．国 庫 交 付 金 7,986,876 1,418,792 9,405,668

17．県 支 出 金 9,604,080 141,860 9,745,940

２．県 補 助 金 2,133,333 42,838 2,176,171

４．県 交 付 金 1,545,518 99,022 1,644,540

18．財 産 収 入 481,770 407,212 888,982

２．財 産 売 払 収 入 182,429 407,212 589,641

19．寄 附 金 312,200 8,000 320,200

１．寄 附 金 312,200 8,000 320,200

21．繰 越 金 185,112 551,583 736,695

１．繰 越 金 185,112 551,583 736,695

23．市 債 21,352,400 939,100 22,291,500

１．市 債 21,352,400 939,100 22,291,500

歳 入 合 計 184,941,150 3,885,009 188,826,159

千円 千円 千円

款 項 補正前の額 補　正　額 計

２．総 務 費 16,813,758 926,849 17,740,607

１．総 務 管 理 費 12,767,755 704,895 13,472,650

２．企 画 費 1,831,380 48,249 1,879,629

３．徴 税 費 1,205,927 33,000 1,238,927

４．戸 籍 住 民
基 本 台 帳 費 662,818 98,905 761,723

５．選 挙 費 71,622 41,800 113,422

千円 千円 千円

　歳　出
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款 項 補正前の額 補　正　額 計

３．民 生 費 99,486,544 1,392,342 100,878,886

１．社 会 福 祉 費 63,687,890 530,754 64,218,644

２．児 童 福 祉 費 22,571,383 778,404 23,349,787

３．生 活 保 護 費 13,028,793 83,184 13,111,977

４．衛 生 費 15,435,792 259,520 15,695,312

１．保 健 衛 生 費 7,661,017 173,440 7,834,457

２．保 健 所 費 1,341,521 82,631 1,424,152

３．清 掃 費 5,894,079 3,449 5,897,528

５．労 働 費 129,126 60,000 189,126

１．労 働 諸 費 129,126 60,000 189,126

６．農 林 水 産 業 費 677,087 546 677,633

１．農 林 費 677,087 546 677,633

７．商 工 費 2,329,510 418,000 2,747,510

１．商 工 費 2,329,510 418,000 2,747,510

８．観 光 費 1,395,312 3,738 1,399,050

１．観 光 費 1,395,312 3,738 1,399,050

９．土 木 費 11,832,883 39,400 11,872,283

３．河 川 費 449,724 26,400 476,124

６．住 宅 費 501,693 13,000 514,693

10．消 防 費 4,288,830 52,350 4,341,180

１．消 防 費 4,288,830 52,350 4,341,180

11．教 育 費 13,868,173 325,052 14,193,225

１．教 育 総 務 費 5,331,267 105,412 5,436,679

２．小 学 校 費 1,353,849 62,000 1,415,849

３．中 学 校 費 792,582 30,000 822,582

４．高 等 学 校 費 1,182,419 73,000 1,255,419

６．社 会 教 育 費 1,391,346 45,047 1,436,393

７．保 健 体 育 費 2,831,244 9,593 2,840,837

14．諸 支 出 金 194,715 407,212 601,927

２．財 政 調 整 基 金 5,000 407,212 412,212

歳 出 合 計 184,941,150 3,885,009 188,826,159

千円 千円 千円
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第３表　地方債補正

　１．変更分

起　債　の　目　的
限　　　　　度　　　　　額

補　　正　　前 補　　正　　後

庁 舎 等 施 設 整 備 事 業 2,694,200 3,237,200

福 祉 施 設 整 備 事 業 1,275,100 1,315,300

河 川 事 業 282,000 308,400

臨 時 財 政 対 策 5,100,000 5,429,500

計 21,352,400 22,291,500

第２表　債務負担行為補正

　１．追加分

事　　　　項 期　　　　間 限　　度　　額

私 立 保 育 所 施 設 整 備 費 補 助 事 業 令和２年度から
令和３年度まで 169,139

千円

千円 千円
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奈良市議案第９５号

令和２年度奈良市国民健康保険
特別会計補正予算（第２号）

　令和２年度奈良市の国民健康保険特別会計補正予算（第２号）は、次に定めるところに

よる。

　（歳入歳出予算の補正）

第１条　歳入歳出予算の総額に、歳入歳出それぞれ３４，６０８千円を追加し、歳入歳出

予算の総額を歳入歳出それぞれ３５，６１４，６０８千円とする。

２　歳入歳出予算の補正の款・項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出

予算の金額は、「第１表　歳入歳出予算補正」による。

　　令和２年９月８日提出

奈良市長　　仲　川　元　庸　　
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第１表　歳入歳出予算補正

　歳　入

　歳　出

款 項 補正前の額 補　正　額 計

３．国 庫 支 出 金 39,000 22,076 61,076

２．国 庫 交 付 金 ― 22,076 22,076

４．県 支 出 金 26,052,384 1,355 26,053,739

１．県 補 助 金 26,052,384 1,355 26,053,739

７．繰 越 金 ― 11,177 11,177

１．繰 越 金 ― 11,177 11,177

歳 入 合 計 35,580,000 34,608 35,614,608

（註）　「第７款　諸収入」を「第８款　諸収入」に改める。

款 項 補正前の額 補　正　額 計

１．総 務 費 404,299 27,110 431,409

１．総 務 管 理 費 318,102 8,430 326,532

２．賦 課 徴 収 費 85,491 18,680 104,171

７．諸 支 出 金 116,590 7,498 124,088

１．還 付 及 び
還 付 加 算 金 111,790 7,498 119,288

歳 出 合 計 35,580,000 34,608 35,614,608

千円 千円 千円

千円 千円 千円
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奈良市議案第９６号

令和２年度奈良市介護保険
特別会計補正予算（第１号）

　令和２年度奈良市の介護保険特別会計補正予算（第１号）は、次に定めるところによる。

　（歳入歳出予算の補正）

第１条　歳入歳出予算の総額に、歳入歳出それぞれ１８７，０５５千円を追加し、歳入歳

出予算の総額を歳入歳出それぞれ３３，５８７，０５５千円とする。

２　歳入歳出予算の補正の款・項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出

予算の金額は、「第１表　歳入歳出予算補正」による。

　　令和２年９月８日提出

奈良市長　　仲　川　元　庸　　
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第１表　歳入歳出予算補正

　歳　入

　歳　出

款 項 補正前の額 補　正　額 計

６．繰 入 金 5,250,743 590 5,251,333

２．基 金 繰 入 金 87,499 590 88,089

７．繰 越 金 ― 186,465 186,465

１．繰 越 金 ― 186,465 186,465

歳 入 合 計 33,400,000 187,055 33,587,055

（註）　「第７款　諸収入」を「第８款　諸収入」に改める。

款 項 補正前の額 補　正　額 計

５．諸 支 出 金 11,400 187,055 198,455

１．償 還 金 及 び
還 付 加 算 金 11,400 187,055 198,455

歳 出 合 計 33,400,000 187,055 33,587,055

千円 千円 千円

千円 千円 千円
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1
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1
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康
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別
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計

計
－

2
2
,
0
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6

2
2
,
0
7
6

2
2
,
0
7
6

1
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コ
ロ
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ウ
イ
ル
ス
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染
症
対
応
地
方
創
生
臨
時
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付
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庫
交
付
金

1
総
務
費
国
庫
交
付
金

－
2
2
,
0
7
6

2
2
,
0
7
6

一
般
管
理
費
国

第
３
款

国
庫
支
出
金

第
２
項

国
庫
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付
金
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．
歳
入

（
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：
千
円
）

目
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正
前
の
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正
額

計
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分

金
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0
5
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4
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5
5

2
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0
5
3
,
7
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9
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3
5
5

2
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険
調
整
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分
特
別
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付
金

特
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付
金

1
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険
給
付
費
等
交
付
金

2
6
,
0
5
2
,
3
8
4

1
,
3
5
5

2
6
,
0
5
3
,
7
3
9

保
険
給
付
費
等

第
４
款

県
支
出
金

第
１
項

県
補
助
金

（
単
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：
千
円
）

目
補
正
前
の
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正
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計
節
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分
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額
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康
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計

計
－

1
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1
7
7

1
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1
7
7

1
1
,
1
7
7

1
歳
計
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余
繰
越
金

1
繰
越
金

－
1
1
,
1
7
7

1
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,
1
7
7

繰
越
金

第
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款

繰
越
金

第
１
項
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越
金
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千
円
）

目
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の
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正
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節
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源
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3
1
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,
1
0
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,
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3
0

3
2
6
,
5
3
2
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,
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5
1

特
定
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源
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源
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6
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国
庫
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5
1
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運
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務
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6
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3
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,
7
5
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定

財
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2

委
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料
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．
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務
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目
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節
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源
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賃
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附
表
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修
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信
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料

総
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2
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1
2

7
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5

7
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5

1
8
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2
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8
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0
4
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9
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6
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5

2
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3
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費
5
0
4

1
9
,1

5
4

1
7
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7
6

3
7
8

1
,4
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0

6
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1
6

6
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1
6

2
0
3
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9

2
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8
1
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9
1
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5
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費
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4
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3
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3
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5
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5
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2
0

3
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7
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費
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0
,0

0
0

6
0
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0
0
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費
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8
0
,0

0
0

3
8
0
,0

0
0
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6
3
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2
3

6
2
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8
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1
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4
1

1
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7
7

1
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7
7

4
1
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4
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1
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1
3
9
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2
4
8
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計
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3
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1
6

1
2
4
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0

1
2
1
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7

3
7
8

1
,7
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4

1
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4
1

3
0
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6
2

2
7
,0

4
7

3
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1
5

9
5
5
,4

6
3

2
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8
1

1
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6

2
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8
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2
6

1
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6
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4
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保
険

2
7

2
7
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奈良市議案第９７号

令和２年度奈良市病院事業会計
補正予算（第１号）　　　　　

　（総則）

第１条　令和２年度奈良市病院事業会計補正予算（第１号）は、次に定めるところによ

る。

　（収益的収入及び支出）

第２条　令和２年度奈良市病院事業会計予算（以下「予算」という。）第３条に定めた 

収益的収入及び支出の予定額を、次のとおり補正する。

	 （科　　　目）	 　　　（既決予定額）	　　 （補正予定額）	 　　　（計）

収　　　　　　　　入

第１款　　病院事業収益	 854,519千円	 980,475千円	 1,834,994千円

　第２項　　医業外収益	 641,202千円	 980,475千円	 1,621,677千円

支　　　　　　　　出

第１款　　病院事業費用	 899,800千円	 980,475千円	 1,880,275千円

　第１項　　医 業 費 用	 744,592千円	 980,475千円	 1,725,067千円

　（他会計からの補助金）

第３条　予算第９条中「７１，６８２千円」を「１９５，９３８千円」に改める。

　　令和２年９月８日提出

奈良市長　　仲　川　元　庸　　
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附　　属　　書　　類

１．令和２年度　奈良市病院事業会計補正予算（第１号）実施計画

２．令和２年度　奈良市病院事業会計補正予定キャッシュ・フロー計算書（第１号）

３．令和２年度　奈良市病院事業補正予定貸借対照表（第１号）

４．令和２年度　奈良市病院事業会計補正予算（第１号）参考書

５．奈良市病院事業注記表
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令和２年度奈良市病院事業会計
補正予算（第１号）実施計画　

収 益 的 収 入 及 び 支 出

収　　　　　入

（単位：千円）

支　　　　　出

（単位：千円）

款 項 目 既決予定額 補正予定額 計 備　　考

１．病院事業収益 854,519 980,475 1,834,994

２．医 業 外 収 益 641,202 980,475 1,621,677

２．補　 助　 金 55,153 856,219 911,372 県補助金

３．他　 会　 計
補 助 金 28,600 124,256 152,856 一般会計補助金

款 項 目 既決予定額 補正予定額 計 備　　考

１．病院事業費用 899,800 980,475 1,880,275

１．医 業 費 用 744,592 980,475 1,725,067

２．経　　　 費 443,074 980,475 1,423,549 交付金
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令和２年度奈良市病院事業会計補正　　　
予定キャッシュ・フロー計算書（第１号）

（令和２年４月１日から令和３年３月３１日まで）

（単位：千円）

⑴ 業務活動によるキャッシュ・フロー

　１ 当年度純利益（△純損失） △ 45,281

　２ 減価償却費 273,118

　３ 長期前受金戻入額 △ 230,037

　４ 受取利息 △ 50

　５ 支払利息及び企業債取扱諸費 1,643

　６ 未収金の増加（△）・減少額 △ 979,253

　７ 未払金の増加・減少（△）額 981,780

　８ その他流動負債の増加・減少（△）額 103

小計 2,023

受取利息 50

支払利息及び企業債取扱諸費 △ 1,643

業務活動によるキャッシュ・フロー 430

⑵ 投資活動によるキャッシュ・フロー

　１ 有形固定資産取得・建設改良事業等実施額 △ 40,000

　２ 一般会計又は他の特別会計からの繰入金による収入 184,200

投資活動によるキャッシュ・フロー 144,200

⑶ 財務活動によるキャッシュ・フロー

　１ 企業債による収入 40,000

　２ 企業債の償還による支出 △ 182,718

　３ リース債務の返済による支出 △ 1,482

財務活動によるキャッシュ・フロー △ 144,200

資金増加額（又は減少額） 430

資金期首残高 383,997

資金期末残高 384,427
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令和２年度奈良市病院事業補正
予定貸借対照表（第１号）　　

（令和３年３月３１日）

（単位：千円）
資　産　の　部

１．固　定　資　産

⑴ 有 形 固 定 資 産

イ 土 地 1,966,681

ロ 立 木 732

ハ 建 物 3,427,160

減 価 償 却 累 計 額 △ 502,853 2,924,307

ニ 建 物 附 属 設 備 2,731,245

減 価 償 却 累 計 額 △ 1,059,033 1,672,212

ホ 構 築 物 81,318

減 価 償 却 累 計 額 △ 32,904 48,414

ヘ 機 器 備 品 258,435

減 価 償 却 累 計 額 △ 243,865 14,570

ト 機 械 及 び 装 置 74,890

減 価 償 却 累 計 額 △ 44,889 30,001

チ 建 設 仮 勘 定 41,800

有 形 固 定 資 産 合 計 6,698,717

⑵ 無 形 固 定 資 産

イ リ ー ス 資 産 5,320

無 形 固 定 資 産 合 計 5,320

固 定 資 産 合 計 6,704,037

２．流　動　資　産

⑴ 現 金 預 金 384,427

⑵ 未 収 金 1,019,137

貸 倒 引 当 金 △ 1,134 1,018,003

流 動 資 産 合 計 1,402,430

資 産 合 計 8,106,467
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負　債　の　部
３．固　定　負　債

⑴ 企 業 債

イ 建設改良等の財源に充てる企業債 3,839,469

企 業 債 合 計 3,839,469

⑵ リ ー ス 債 務 3,455

固 定 負 債 合 計 3,842,924

４．流　動　負　債

⑴ 企 業 債

イ 建設改良等の財源に充てる企業債 182,287

企 業 債 合 計 182,287

⑵ リ ー ス 債 務 1,467

⑶ 未 払 金 1,068,889

⑷ 預 り 金 386

流 動 負 債 合 計 1,253,029

５．繰　延　収　益

⑴ 長 期 前 受 金 3,098,767

⑵ 収 益 化 累 計 額 △ 943,989

繰 延 収 益 合 計 2,154,778

負 債 合 計 7,250,731

資　本　の　部

６．資 　 本 　 金　 1,354

７．剰 　 余 　 金

⑴ 資 本 剰 余 金

イ 受 贈 財 産 評 価 額 1,840,000

ロ 負 担 金 444,195

資 本 剰 余 金 合 計 2,284,195

⑵ 利 益 剰 余 金

イ 当 年 度 未 処 理 欠 損 金 1,429,813

欠 損 金 合 計 1,429,813

剰 余 金 合 計 854,382

資 本 合 計 855,736

負 債 資 本 合 計 8,106,467
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令和２年度奈良市病院事業会計
補正予算（第１号）参考書　　

収 益 的 収 入 及 び 支 出

収　　　　　入

（単位：千円）

支　　　　　出

（単位：千円）

款 項 目 節 既決予定額 補正予定額 計 備　考

１．病院事業収益 854,519 980,475 1,834,994

２．医業外収益 641,202 980,475 1,621,677

２．補　助　金 55,153 856,219 911,372

県 補 助 金 35,785 856,219 892,004

３．他　会　計
補 助 金 28,600 124,256 152,856

一 般 会 計 
補 助 金 28,600 124,256 152,856

款 項 目 節 既決予定額 補正予定額 計 備　考

１．病院事業費用 899,800 980,475 1,880,275

１．医 業 費 用 744,592 980,475 1,725,067

２．経 費 443,074 980,475 1,423,549

交 付 金 441,019 980,475 1,421,494
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奈良市病院事業注記表

　予算の注記を次のように改める。

Ⅲ　セグメント情報の開示

　２　報告セグメントごとの営業収益等

　　　　　　　 （単位：千円）

病院 看護専門学校 合計

事業収益 47,386 150,907 198,293

事業費用 1,726,567 151,505 1,878,072

事業損益 △ 1,679,181 △ 598 △ 1,679,779

経常損益 △ 44,123 △ 1,158 △ 45,281

セグメント資産 7,960,741 145,726 8,106,467

セグメント負債 7,122,164 128,567 7,250,731

その他の項目

　　　他会計繰入金 581,401 101,528 682,929

　　　減価償却費 272,135 983 273,118
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奈良市議案第９８号

奈良市会計年度任用職員の給与及び費用弁償に関する
条例の一部改正について　　　　　　　　　　　　　

　奈良市会計年度任用職員の給与及び費用弁償に関する条例の一部を次のように改正しよ

うとする。

　　令和２年９月８日提出

奈良市長　　仲　川　元　庸　　

　　奈良市会計年度任用職員の給与及び費用弁償に関する条例の一部を改正する条例

奈良市会計年度任用職員の給与及び費用弁償に関する条例（令和元年奈良市条例第１６

号）の一部を次のように改正する。

第２条第１項中「及び期末手当」を「、期末手当及び特殊勤務手当」に改める。

第１４条の次に次の１条を加える。

（フルタイム会計年度任用職員の特殊勤務手当）

第１４条の２　奈良市職員の特殊勤務手当に関する条例（平成１８年奈良市条例第１７号

）第２条第１項に規定する勤務に従事したフルタイム会計年度任用職員には、その勤務

の特殊性に応じ、同条例の適用を受ける職員の例により、特殊勤務手当を支給する。

第２４条の次に次の１条を加える。

（パートタイム会計年度任用職員の特殊勤務に係る報酬）

第２４条の２　奈良市職員の特殊勤務手当に関する条例第２条第１項に規定する勤務に従

事したパートタイム会計年度任用職員には、その勤務の特殊性に応じ、同条例の適用を

受ける職員の例により算定した額を特殊勤務に係る報酬として支給する。

第２５条第１項中「第１４条」を「第１４条の２」に改める。

　　附　則

（施行期日）

１　この条例は、令和２年１０月１日から施行する。

（経過措置）
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２　この条例による改正後の奈良市会計年度任用職員の給与及び費用弁償に関する条例第

１４条の２及び第２４条の２の規定は、この条例の施行の日以後の勤務に係る特殊勤務

手当及び特殊勤務に係る報酬について適用する。

（提案理由）

会計年度任用職員に特殊勤務手当又は特殊勤務に係る報酬を支給できるようにするため、

所要の規定の整備を行おうとするものである。
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奈良市議案第９９号

奈良市債権管理条例等の一部改正について

　奈良市債権管理条例等の一部を次のように改正しようとする。

　　令和２年９月８日提出

奈良市長　　仲　川　元　庸　　

　　奈良市債権管理条例等の一部を改正する条例

　（奈良市債権管理条例等の一部改正）

第１条　次に掲げる条例の規定中「特例基準割合（当該年の前年に」を「延滞金特例基準

割合（平均貸付割合（」に、「の規定により告示された割合」を「に規定する平均貸付

割合をいう。）」に改め、「（以下この項において「特例基準割合適用年」という。）

」を削り、「当該特例基準割合適用年」を「その年」に、「特例基準割合に」を「延滞

金特例基準割合に」に改める。

⑴　奈良市債権管理条例（平成２５年奈良市条例第１１号）附則第４項

⑵　奈良市国民健康保険条例（昭和３４年奈良市条例第１３号）附則第１１項

⑶　奈良市道路占用料に関する条例（昭和２８年奈良市条例第１１号）附則第２項

⑷　奈良市公共下水道事業受益者負担に関する条例（昭和４５年奈良市条例第１６号）

附則第３項

⑸　奈良市農業集落排水事業分担金徴収条例（平成６年奈良市条例第３３号）附則第３

項

（奈良市介護保険条例及び奈良市後期高齢者医療に関する条例の一部改正）

第２条　次に掲げる条例の規定中「特例基準割合（当該年の前年に」を「延滞金特例基準

割合（平均貸付割合（」に、「の規定により告示された割合」を「に規定する平均貸付

割合をいう。）」に改め、「（以下この条において「特例基準割合適用年」という。）

」を削り、「当該特例基準割合適用年」を「その年」に、「特例基準割合に」を「延滞

金特例基準割合に」に改める。

⑴　奈良市介護保険条例（平成１２年奈良市条例第１３号）附則第６条
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⑵　奈良市後期高齢者医療に関する条例（平成２０年奈良市条例第１５号）附則第２条

　　附　則

この条例は、令和３年１月１日から施行する。

（提案理由）

地方税法の一部改正に伴い、延滞金に係る用語が改められたことから、関係条例につい

て所要の文言整理を行おうとするものである。
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奈良市議案第１００号

奈良市税条例等の一部改正について

　奈良市税条例等の一部を次のように改正しようとする。

　　令和２年９月８日提出

奈良市長　　仲　川　元　庸　　

　　　奈良市税条例等の一部を改正する条例

　（奈良市税条例の一部改正）

第１条　奈良市税条例（昭和４６年奈良市条例第１２号）の一部を次のように改正する。

第１４条第１項第２号中「寡夫」を「ひとり親」に改める。

第２１条中「第１２項まで」を「第１１項まで」に、「寡婦（寡夫）控除額」を「寡

婦控除額、ひとり親控除額」に、「第７項及び第１２項」を「第６項及び第１１項」に

改める。

第２８条第１項ただし書中「第３１４条の２第５項」を「第３１４条の２第４項」に

改める。

第２９条の２の見出し中「扶養親族等申告書」を「扶養親族申告書」に改め、同条第

１項第３号を削り、同項第４号を同項第３号とする。

第２９条の３の見出し中「扶養親族等申告書」を「扶養親族申告書」に改め、同条第

１項中「若しくは単身児童扶養者である者」を削り、同項第３号を削り、同項第４号を

同項第３号とする。

第４５条第２項中「第６６条の７第４項及び第１０項」を「第６６条の７第５項及び

第１１項」に改める。

第６０条第２項中「登録されている」を「登録がされている」に改め、同条第４項中

「によつて」を「により」に、「においては」を「には」に改め、「これを」を削り、

「課する」を「課することができる。この場合において、市は、当該登録をしようとす

るときは、あらかじめ、その旨を当該使用者に通知しなければならない」に改め、同条

第７項中「第１０条の２の１２」を「第１０条の２の１５」に改め、同項を同条第８項
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とし、同条第６項中「によつて」を「により」に、「第４９条の２」を「第４９条の３

」に、「みなす」を「みなすことができる」に改め、同項を同条第７項とし、同条第５

項中「によつて」を「により」に、「においては」を「には」に、「登録されている」

を「登録がされている」に、「みなす」を「みなすことができる」に改め、同項を同条

第６項とし、同条第４項の次に次の１項を加える。

５　法第３４３条第５項に規定する探索を行つてもなお固定資産の所有者の存在が不明

である場合（前項に規定する場合を除く。）には、その使用者を所有者とみなして、

固定資産課税台帳に登録し、その者に固定資産税を課することができる。この場合に

おいて、市は、当該登録をしようとするときは、あらかじめ、その旨を当該使用者に

通知しなければならない。

第６７条第９項及び第１０項中「第３４９条の３第１２項」を「第３４９条の３第

１１項」に改める。

第６７条の２の見出し及び同条第１項中「第３４９条の３第２８項」を「第３４９条

の３第２７項」に改め、同条第２項中「第３４９条の３第２９項」を「第３４９条の３

第２８項」に改め、同条第３項中「第３４９条の３第３０項」を「第３４９条の３第

２９項」に改める。

第８２条の３の次に次の１条を加える。

　　（現所有者の申告）

第８２条の４　現所有者（法第３８４条の３に規定する現所有者をいう。以下この条及

び次条において同じ。）は、現所有者であることを知つた日の翌日から６月を経過し

た日までに次に掲げる事項を記載した申告書を市長に提出しなければならない。

⑴　土地又は家屋の現所有者の住所、氏名又は名称、次号に規定する個人との関係及

び個人番号又は法人番号（個人番号又は法人番号を有しない者にあつては、住所、

氏名又は名称及び同号に規定する個人との関係）

⑵　土地又は家屋の所有者として登記簿又は土地補充課税台帳若しくは家屋補充課税

台帳に登記又は登録がされている個人が死亡している場合における当該個人の住所

及び氏名

⑶　その他市長が固定資産税の賦課徴収に関し必要と認める事項

第８３条第１項中「又は」を「若しくは」に、「によつて」を「により、又は現所有

者が前条の規定により」に、「においては」を「には」に改める。

− 109 −



第１０３条第２項に次のただし書を加える。

ただし、１本当たりの重量が０．７グラム未満の葉巻たばこの本数の算定について

は、当該葉巻たばこの１本をもつて紙巻たばこの０．７本に換算するものとする。

第１０３条第４項中「左欄に掲げる製造たばこ」の次に「（同項ただし書に規定する

葉巻たばこを除く。）」を加える。

第１０５条第３項を同条第４項とし、同条第２項中「前項」を「第１項（法第４６９

条第１項第３号又は第４号に係る部分に限る。）」に、「第１６条の２の３」を「第

１６条の２の３第２項」に、「提出しない場合には、適用しない」を「提出している場

合に限り、適用する」に改め、同項を同条第３項とし、同条第１項の次に次の１項を加

える。

２　前項（法第４６９条第１項第１号又は第２号に係る部分に限る。）の規定は、卸売

販売業者等が、同条第１項第１号又は第２号に掲げる製造たばこの売渡し又は消費等

について、第１０７条第１項又は第２項の規定による申告書に前項（法第４６９条第

１項第１号又は第２号に係る部分に限る。）の適用を受けようとする製造たばこに係

るたばこ税額を記載し、かつ、施行規則第１６条の２の３第１項に規定する書類を保

存している場合に限り、適用する。

第１０７条第１項中「第１０５条第２項」を「第１０５条第３項」に改める。

第１２７条第６項中「第６０条第６項」を「第６０条第７項」に改める。

第１５９条第２項中「第３４９条の３第１０項から第１２項まで、第２２項から第

２４項まで、第２６項、第２８項から第３１項まで、第３３項又は第３４項」を「第

３４９条の３第９項から第１１項まで、第２１項から第２３項まで、第２５項、第２７

項から第３０項まで、第３２項又は第３３項」に改める。

附則第３条の２第１項中「特例基準割合（当該年の前年に」を「延滞金特例基準割合

（平均貸付割合（ 」に、「の規定により告示された割合」を「に規定する平均貸付割

合をいう。次項において同じ。）」に、「この条において同じ」を「この項において同

じ」に改め、「（以下この条において「特例基準割合適用年」という。）」を削り、「

当該特例基準割合適用年」を「その年」に、「特例基準割合に」を「延滞金特例基準割

合に」に改め、同条第２項中「特例基準割合適用年中」を「各年の平均貸付割合に年

０．５パーセントの割合を加算した割合が年７．３パーセントの割合に満たない場合には

、その年中」に、「当該特例基準割合適用年」を「その年」に、「特例基準割合と」を
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「当該加算した割合と」に改める。

附則第４条第１項中「特例基準割合」を「加算した割合」に改める。

附則第８条第１項中「令和３年度」を「令和６年度」に改める。

附則第１０条中「附則第１５条から第１５条の３の２までの規定」を「附則第１５条

から第１５条の３の２まで、第６１条又は第６２条の規定」に改め、「又は法附則第

１５条から第１５条の３の２まで」の次に「 、第６１条若しくは第６２条」を加える。

附則第１０条の２第２項を削り、同条第３項中「附則第１５条第２項第６号」を「附

則第１５条第２項第５号」に改め、同項を同条第２項とし、同条中第４項を第３項とし

、第５項を第４項とし、同条第６項中「附則第１５条第３３項第１号イ」を「附則第

１５条第３０項第１号イ」に改め、同項を同条第５項とし、同条第７項中「附則第１５

条第３８項」を「附則第１５条第３４項」に改め、同項を同条第６項とし、同条第８項

中「附則第１５条第４４項」を「附則第１５条第３８項」に改め、同項を同条第７項と

し、同条第９項中「法附則第１５条第４７項」を「附則第１５条第４１項」に改め、同

項を同条第８項とし、同項の次に次の１項を加える。

９　法附則第１５条第４７項に規定する市町村の条例で定める割合は３分の２とする。

　附則第１０条の２に次の１項を加える。

１１　法附則第６２条に規定する市町村の条例で定める割合は零とする。

附則第１１条の２第２項中「平成３１年度適用土地又は平成３１年度類似適用土地」

を「令和元年度適用土地又は令和元年度類似適用土地」に改める。

附則第２０条の２中「令和２年９月３０日」を「令和３年３月３１日」に改める。

附則第２１条の２を次のように改める。

　第２１条の２　削除

附則第２５条第１項中「第３５条の２第１項」の次に「 、第３５条の３第１項」を

加える。

附則第２６条第１項及び第２項中「令和２年度」を「令和５年度」に改め、同条第３

項中「第３５条の２」を「第３５条の３」に改める。

附則第２８条の７の次に次の１条を加える。

（新型コロナウイルス感染症等に係る徴収猶予の特例に係る手続等）

第２８条の７の２　第５条の３第７項の規定は、法附則第５９条第３項において準用す

る法第１５条の２第８項に規定する条例で定める期間について準用する。
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附則第２８条の９（見出しを含む。）中「附則第１５条第４４項」を「附則第１５条

第３８項」に改め、同条の次に次の１条を加える。

（法附則第１５条第４７項の条例で定める割合）

第２８条の１０　法附則第１５条第４７項に規定する市町村の条例で定める割合は３分

の２とする。

附則第２９条、第３０条及び第３２条中「第１９項」を「第１８項」に改める。

附則第３５条中「 、第１９項、第２１項から第２５項まで、第２７項、第２８項、

第３２項、第３６項、第４０項、第４３項から第４５項まで若しくは第４８項から第

５０項まで又は第１５条の３」を「から第２２項まで、第２４項、第２５項、第２９項

、第３３項、第３７項から第３９項まで、第４２項から第４４項まで、第４７項若しく

は第４８項、第１５条の３又は第６１条」に、「又は第３４項」を「又は第３３項」

に、「第３４項又は法」を「第３３項又は」に、「若しくは第１５条の３」を「 、第

１５条の３若しくは第６１条」に改める。

第２条　奈良市税条例の一部を次のように改正する。

第１０条各号列記以外の部分中「第３２１条の８第２２項及び第２３項」を「第

３２１条の８第３４項及び第３５項」に、「においては」を「には」に改め、同条第４

号中「によつて」を「により」に改め、同条第５号中「 、第４項又は第１９項」を「

又は第３１項」に改め、同条第６号中「第３２１条の８第２２項及び第２３項」を「第

３２１条の８第３４項及び第３５項」に改める。

第１１条中「及び第４項」を削る。

第１３条第３項中「規定する収益事業」の次に「（以下この項及び第１７条第２項の

表の第１号において「収益事業」という。）」を加え、「第１７条第２項の表の第１号

」を「同号」に、「第４５条第１０項から第１２項まで」を「第４５条第９項から第

１６項まで」に改める。

第１７条第２項の表中「第２９２条第１項第４号の５」を「第２９２条第１項第４号

の２」に改め、同条第３項中「 、同項第２号の連結事業年度開始の日から６月の期間

若しくは同項第３号の連結法人税額の課税標準の算定期間又は同項第４号」を「若しく

は同項第２号の期間又は同項第３号」に改める。

第４５条第１項中「第４項、第１９項、第２２項及び第２３項」を「第３１項、第

３４項及び第３５項」に、「第１０項、第１１項及び第１３項」を「第９項、第１０項

− 112 −



及び第１２項」に、「第４項、第１９項及び第２３項」を「第３１項及び第３５項」に

、「同条第２２項」を「同条第３４項」に、「第３項」を「第２項後段」に改め、同条

第２項中「第６６条の７第５項及び第１１項又は第６８条の９１第４項及び第１０項」

を「第６６条の７第４項及び第１０項」に、「第３２１条の８第２４項」を「第３２１

条の８第３６項」に改め、同条第３項中「第６６条の９の３第４項及び第１０項又は第

６８条の９３の３第４項及び第１０項」を「第６６条の９の３第３項及び第９項」に

、「第３２１条の８第２５項」を「第３２１条の８第３７項」に改め、同条第４項中

「第３２１条の８第２６項」を「第３２１条の８第３８項」に改め、同条第５項中「

第３２１条の８第２２項」を「第３２１条の８第３４項」に、「同条第２１項」を「

同条第３３項」に、「 、第４項又は第１９項」を「又は第３１項」に、「同条第２３

項」を「同条第３５項」に改め、同条第６項中「 、第４項又は第１９項」を「又は第

３１項」に、「同条第２２項」を「同条第３４項」に、「第３２１条の８第２３項」を

「第３２１条の８第３５項」に改め、同条第７項中「第３２１条の８第２２項」を「第

３２１条の８第３４項」に、「 、第４項又は第１９項」を「又は第３１項」に改め、

同項第２号中「第３２１条の８第２３項」を「第３２１条の８第３５項」に改め、同条

第９項を削り、同条第１０項中「第３２１条の８第４２項」を「第３２１条の８第５２

項」に、「同条第４２項」を「同条第５２項」に、「第１２項」を「第１１項」に改め

、同項を同条第９項とし、同条第１１項を同条第１０項とし、同条第１２項中「第１０

項」を「第９項」に改め、同項を同条第１１項とし、同条第１３項中「第１０項」を「

第９項」に、「第７５条の４第２項」を「第７５条の５第２項」に改め、同項を同条

第１２項とし、同条第１４項を同条第１３項とし、同条第１５項中「第１３項」を「

第１２項」に、「第１０項」を「第９項」に改め、同項を同条第１４項とし、同条第

１６項中「第１３項前段」を「第１２項前段」に、「第３２１条の８第５１項」を「第

３２１条の８第６１項」に、「第１０項」を「第９項」に改め、同項を同条第１５項と

し、同条第１７項中「第１３項後段」を「第１２項後段」に、「第１５項」を「第１４

項」に、「第７５条の４第３項若しくは第６項（同法第８１条の２４の３第２項におい

て準用する場合を含む。）」を「第７５条の５第３項若しくは第６項」に、「第１０項

」を「第９項」に改め、同項を同条第１６項とする。

第４６条第２項中「 、第４項又は第１９項」を「又は第３１項」に、「同条第２３

項」を「同条第３５項」に、「 、第２項又は第４項」を「又は第２項」に改め、同条
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第３項中「 、第４項又は第１９項」を「又は第３１項」に改め、「（同条第２項又は

第４項に規定する申告書を提出すべき法人が連結子法人の場合には、当該連結子法人と

の間に連結完全支配関係がある連結親法人（法人税法第２条第１２号の６の７に規定す

る連結親法人をいう。以下この項において同じ。）若しくは連結完全支配関係があつた

連結親法人が法人税に係る修正申告書を提出し、又は法人税に係る更正若しくは決定を

受けたこと。次項第２号において同じ。）」を削り、同条第４項中「 、第４項又は第

１９項」を「又は第３１項」に改める。

第４７条の３第４項から第６項までを削る。

第１０３条第２項ただし書中「０．７グラム」を「１グラム」に、「０．７本」を「１

本」に改める。

附則第３条の２第２項及び附則第４条第１項中「及び第４項」を削る。

附則第１０条中「第６１条又は第６２条」を「第６３条又は第６４条」に、「第６１

条若しくは第６２条」を「第６３条若しくは第６４条」に改める。

附則第１０条の２第１１項中「附則第６２条」を「附則第６４条」に改める。

附則第２８条の７の２の次に次の２条を加える。

　　（新型コロナウイルス感染症等に係る寄附金税額控除の特例）

第２８条の７の３　所得割の納税義務者が、新型コロナウイルス感染症等の影響に対応

するための国税関係法律の臨時特例に関する法律（令和２年法律第２５号。次条にお

いて「新型コロナウイルス感染症特例法」という。）第５条第４項に規定する指定行

事の中止若しくは延期又はその規模の縮小により生じた当該指定行事の入場料金、参

加料金その他の対価の払戻しを請求する権利の全部又は一部の放棄を同条第１項に規

定する指定期間内にした場合には、当該納税義務者がその放棄をした日の属する年中

に法附則第６０条第４項に規定する市町村放棄払戻請求権相当額の法第３１４条の７

第１項第３号に掲げる寄附金を支出したものとみなして、第２４条の２の規定を適用

する。

　　（新型コロナウイルス感染症等に係る住宅借入金等特別税額控除の特例）

第２８条の７の４　所得割の納税義務者が前年分の所得税につき新型コロナウイルス感

染症特例法第６条第４項の規定の適用を受けた場合における附則第７条の３の２第１

項の規定の適用については、同項中「令和１５年度」とあるのは、「令和１６年度」

とする。
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　附則第３５条中「第６１条」を「第６３条」に改める。

　（奈良市税条例等の一部を改正する条例の一部改正）

第３条　奈良市税条例等の一部を改正する条例（令和元年奈良市条例第８号）の一部を次

のように改正する。

　　第２条中奈良市税条例第１４条第１項第２号の改正規定を削る。

附則第１条第２号を削り、同条第３号中「（前号に掲げる改正規定を除く。）」を削

り、同号を同条第２号とし、同条第４号を同条第３号とする。

　　附則第３条を次のように改める。

　第３条　削除

　　附則第５条中「附則第１条第３号」を「附則第１条第２号」に改める。

　　　附　則

　（施行期日）

第１条　この条例は、公布の日から施行する。ただし、次の各号に掲げる規定は、当該各

号に定める日から施行する。

⑴　第１条中奈良市税条例第１０３条第２項にただし書を加える改正規定及び同条第４

項の改正規定並びに附則第６条の規定　令和２年１０月１日

⑵　第１条中奈良市税条例第１４条第１項第２号、第２１条及び第２８条第１項ただし

書の改正規定並びに同条例附則第３条の２、第４条第１項、第２５条第１項及び第

２６条第３項の改正規定並びに第２条中同条例附則第１０条及び第１０条の２の改正

規定並びに同条例附則第２８条の７の２の次に２条を加える改正規定及び同条例附則

第３５条の改正規定並びに次条並びに附則第３条第２項及び第３項の規定　令和３年

１月１日

⑶　第２条中奈良市税条例第１０３条第２項ただし書の改正規定及び附則第７条の規定

　令和３年１０月１日

⑷　第２条（前２号に掲げる改正規定を除く。）及び附則第４条の規定　令和４年４月

１日

（延滞金に関する経過措置）

第２条　第１条の規定による改正後の奈良市税条例（以下「新条例」という。）附則第３

条の２の規定は、前条第２号に掲げる規定の施行の日以後の期間に対応する延滞金につ

いて適用し、同日前の期間に対応する延滞金については、なお従前の例による。

− 115 −



（市民税に関する経過措置）

第３条　別段の定めがあるものを除き、新条例の規定中個人の市民税に関する部分は、令

和２年度以後の年度分の個人の市民税について適用し、令和元年度分までの個人の市民

税については、なお従前の例による。

２　新条例第１４条第１項（第２号に係る部分に限る。）、第２１条及び第２８条第１項

の規定は、令和３年度以後の年度分の個人の市民税について適用し、令和２年度分まで

の個人の市民税については、なお従前の例による。

３　令和３年度分の個人の市民税に係る申告書の提出に係る新条例第２８条第１項の規定

の適用については、同項ただし書中「地震保険料控除額」とあるのは、「地震保険料控

除額、ひとり親控除額（地方税法等の一部を改正する法律（令和２年法律第５号）第１

条の規定による改正前の法（以下「旧法」という。）第２９２条第１項第１１号に規

定する寡婦（旧法第３１４条の２第３項の規定に該当するものに限る。）又は旧法第

２９２条第１項第１２号に規定する寡夫である第１３条第１項第１号に掲げる者に係る

ものを除く。）」とする。

４　新条例第２９条の２第１項の規定は、この条例の施行の日（以下「施行日」という。

）以後に支払を受けるべき同項に規定する給与について提出する同項及び同条第２項に

規定する申告書について適用する。

５　新条例第２９条の３第１項の規定は、施行日以後に支払を受けるべき所得税法（昭和

４０年法律第３３号）第２０３条の６第１項に規定する公的年金等（同法第２０３条の

７の規定の適用を受けるものを除く。）について提出する新条例第２９条の３第１項に

規定する申告書について適用する。

第４条　附則第１条第４号に掲げる規定による改正後の奈良市税条例の規定中法人の市民

税に関する部分は、同号に掲げる規定の施行の日（以下この条において「４号施行日」

という。）以後に開始する事業年度（所得税法等の一部を改正する法律（令和２年法律

第８号）第３条の規定（同法附則第１条第５号ロに掲げる改正規定に限る。）による改

正前の法人税法（昭和４０年法律第３４号。以下この条において「４年旧法人税法」と

いう。）第２条第１２号の７に規定する連結子法人（次項において「連結子法人」とい

う。）の連結親法人事業年度（４年旧法人税法第１５条の２第１項に規定する連結親法

人事業年度をいう。次項において同じ。）が４号施行日前に開始した事業年度を除く。

）分の法人の市民税について適用する。
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２　４号施行日前に開始した事業年度（連結子法人の連結親法人事業年度が４号施行日前

に開始した事業年度を含む。）分の法人の市民税及び４号施行日前に開始した連結事業

年度（４年旧法人税法第１５条の２第１項に規定する連結事業年度をいう。以下この項

において同じ。）（連結子法人の連結親法人事業年度が４号施行日前に開始した連結事

業年度を含む。）分の法人の市民税については、なお従前の例による。

（固定資産税に関する経過措置）

第５条　別段の定めがあるものを除き、新条例の規定中固定資産税に関する部分は、令和

２年度以後の年度分の固定資産税について適用し、令和元年度分までの固定資産税につ

いては、なお従前の例による。

２　新条例第６０条第４項の規定は、令和３年度以後の年度分の固定資産税について適用

し、令和２年度分までの固定資産税については、なお従前の例による。

３　新条例第６０条第５項の規定は、令和３年度以後の年度分の固定資産税について適用

する。

４　新条例第８２条の４の規定は、施行日以後に、同条に規定する現所有者であることを

知った者について適用する。

５　平成３０年４月１日から令和２年３月３１日までの間に取得された地方税法等の一部

を改正する法律（令和２年法律第５号）第１条の規定による改正前の地方税法（昭和

２５年法律第２２６号。次項において「旧法」という。）附則第１５条第２項に規定す

る施設又は設備に対して課する固定資産税については、なお従前の例による。

６　平成３０年４月１日から令和２年３月３１日までの間に新たに取得された旧法附則第

１５条第３３項に規定する特定再生可能エネルギー発電設備に対して課する固定資産税

については、なお従前の例による。

（市たばこ税に関する経過措置）

第６条　附則第１条第１号に掲げる規定の施行の日前に課した、又は課すべきであった葉

巻たばこに係る市たばこ税については、なお従前の例による。

第７条　附則第１条第３号に掲げる規定の施行の日前に課した、又は課すべきであった葉

巻たばこに係る市たばこ税については、なお従前の例による。

　（都市計画税に関する経過措置）

第８条　別段の定めがあるものを除き、新条例の規定中都市計画税に関する部分は、令和

２年度以後の年度分の都市計画税について適用し、令和元年度分までの都市計画税につ
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いては、なお従前の例による。

第９条　施行日から都市再生特別措置法等の一部を改正する法律（令和２年法律第４３号

）の施行の日の前日までの間における新条例附則第３５条の規定の適用については、同

条中「、第４７項若しくは第４８項」とあるのは、「若しくは第４７項」とする。

（提案理由）

　地方税法等の一部改正に伴い、個人の市民税に係る未婚のひとり親に対する人的非課税

措置及び寡婦（寡夫）控除の規定を整備するほか、新型コロナウイルス感染症の拡大に対

する税制上の特例措置の整備等所要の改正を行おうとするものである。
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奈良市議案第１０１号

奈良市固定資産評価審査委員会条例の一部改正について

　奈良市固定資産評価審査委員会条例の一部を次のように改正しようとする。

　　令和２年９月８日提出

奈良市長　　仲　川　元　庸　　

　　奈良市固定資産評価審査委員会条例の一部を改正する条例

奈良市固定資産評価審査委員会条例（昭和２６年奈良市条例第４３号）の一部を次のよ

うに改正する。

第６条第２項中「行政手続等における情報通信の技術の利用に関する法律」を「情報通

信技術を活用した行政の推進等に関する法律」に、「第３条第１項」を「第６条第１項」

に改める。

　　附　則

この条例は、公布の日から施行する。

（提案理由）

行政手続等における情報通信の技術の利用に関する法律の一部改正に伴い、所要の文言

整理を行おうとするものである。
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奈良市議案第１０２号

奈良市立保育所設置条例の一部改正について

　奈良市立保育所設置条例の一部を次のように改正しようとする。

　　令和２年９月８日提出

奈良市長　　仲　川　元　庸　　

　　　奈良市立保育所設置条例の一部を改正する条例

奈良市立保育所設置条例（平成１７年奈良市条例第２６号）の一部を次のように改正す

る。

　第２条の表富雄保育園の項を削る。

　　　附　則

　この条例は、令和３年４月１日から施行する。

　（提案理由）

奈良市幼保再編基本計画及び実施計画に基づき、富雄保育園を廃止しようとするもので

ある。
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奈良市議案第１０３号

奈良市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を
定める条例の一部改正について

　奈良市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例の一部を次のように

改正しようとする。

　　令和２年９月８日提出

奈良市長　　仲　川　元　庸　　

奈良市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例の一部を改正す

る条例

　奈良市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例（平成２６年奈良市

条例第３６号）の一部を次のように改正する。

第７条第４項中「家庭的保育事業者等による第１項第３号に掲げる事項に係る連携施設

の確保が著しく困難であると認める」を「次の各号のいずれかに該当する」に、「同号」

を「第１項第３号」に改め、同項に次の各号を加える。

⑴　市長が、法第２４条第３項の規定による調整を行うに当たって、家庭的保育事業者

等による保育の提供を受けていた利用乳幼児を優先的に取り扱う措置その他の家庭的

保育事業者等による保育の提供の終了に際して、利用乳幼児に係る保護者の希望に基

づき、引き続き必要な教育又は保育が提供されるよう必要な措置を講じているとき。

⑵　家庭的保育事業者等による第１項第３号に掲げる事項に係る連携施設の確保が著し

く困難であると認めるとき（前号に該当する場合を除く。）。

第７条第５項中「前項」の次に「（第２号に該当する場合に限る。）」を加える。

第３８条第４号中「場合」の次に「又は保護者の疾病、疲労その他の身体上、精神上若

しくは環境上の理由により家庭において乳幼児を養育することが困難な場合」を加える。

　　　附　則

　この条例は、公布の日から施行する。
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　（提案理由）

基準省令の一部改正に伴い、家庭的保育事業者等における連携施設の確保の例外等に係

る規定の整備を行おうとするものである。
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奈良市議案第１０４号

奈良市老人軽作業場条例の一部改正について

　奈良市老人軽作業場条例の一部を次のように改正しようとする。

　　令和２年９月８日提出

奈良市長　　仲　川　元　庸　　

　　　奈良市老人軽作業場条例の一部を改正する条例

　奈良市老人軽作業場条例（昭和４８年奈良市条例第８号）の一部を次のように改正する。

　第２条の表奈良市並松老人軽作業場の項を削る。

　　　附　則

　この条例は、公布の日から施行する。

　（提案理由）

　並松老人軽作業場を廃止しようとするものである。
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奈良市議案第１０５号

大和都市計画事業（奈良国際文化観光都市建設事業）ＪＲ奈良駅
南特定土地区画整理事業施行に関する条例及び大和都市計画事業
（奈良国際文化観光都市建設事業）近鉄西大寺駅南土地区画整理
事業施行に関する条例の一部改正について

　大和都市計画事業（奈良国際文化観光都市建設事業）ＪＲ奈良駅南特定土地区画整理事

業施行に関する条例及び大和都市計画事業（奈良国際文化観光都市建設事業）近鉄西大寺

駅南土地区画整理事業施行に関する条例の一部を次のように改正しようとする。

　　令和２年９月８日提出

奈良市長　　仲　川　元　庸　　

大和都市計画事業（奈良国際文化観光都市建設事業）ＪＲ奈良駅南特定土地区画整

理事業施行に関する条例及び大和都市計画事業（奈良国際文化観光都市建設事業）

近鉄西大寺駅南土地区画整理事業施行に関する条例の一部を改正する条例

（大和都市計画事業（奈良国際文化観光都市建設事業）ＪＲ奈良駅南特定土地区画整理

事業施行に関する条例の一部改正）

第１条　大和都市計画事業（奈良国際文化観光都市建設事業）ＪＲ奈良駅南特定土地区画

整理事業施行に関する条例（平成１１年奈良市条例第２８号）の一部を次のように改正

する。

第２７条第２項中「は年６パーセント」を「の利率は、法第１０３条第４項の規定に

よる公告があった日の翌日における法定利率」に改める。

（大和都市計画事業（奈良国際文化観光都市建設事業）近鉄西大寺駅南土地区画整理事

業施行に関する条例の一部改正）

第２条　大和都市計画事業（奈良国際文化観光都市建設事業）近鉄西大寺駅南土地区画整

理事業施行に関する条例（昭和６３年奈良市条例第２２号）の一部を次のように改正す

る。

第２５条第２項中「は年６パーセント」を「の利率は、法第１０３条第４項の規定に
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よる公告があつた日の翌日における法定利率」に改める。

　　　附　則

　この条例は、公布の日から施行する。

　（提案理由）

　土地区画整理法施行令の一部改正に伴い、清算金を分割徴収又は分割交付する場合の利

子の利率について所要の改正を行おうとするものである。
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奈良市議案第１０６号

奈良市消防団員等公務災害補償条例の一部改正について

　奈良市消防団員等公務災害補償条例の一部を次のように改正しようとする。

　　令和２年９月８日提出

奈良市長　　仲　川　元　庸　　

　　　奈良市消防団員等公務災害補償条例の一部を改正する条例

　奈良市消防団員等公務災害補償条例（昭和４１年奈良市条例第１３号）の一部を次のよ

うに改正する。

第５条第２項第１号中「日に」を「日（以下「事故発生日」という。）に」に改め、同

項第２号中「８，８００円」を「８，９００円」に改め、同条第３項中「死亡若しくは負

傷の原因である事故が発生した日又は診断により死亡の原因である疾病の発生が確定した

日若しくは診断により疾病の発生が確定した日」を「事故発生日」に改める。

附則第３条の４第５項第２号及び第６項並びに附則第４条第７項第２号及び第８項中「

１００分の５」を「事故発生日における法定利率」に改める。

　別表団長及び副団長の項中「１２，４００」を「１２，４４０」に、「１３，３００

」を「１３，３２０」に改め、同表分団長及び副分団長の項中「１０，６００」を「

１０，６７０」に、「１１，５００」を「１１，５５０」に、「１２，４００」を「

１２，４４０」に改め、同表部長、班長及び団員の項中「８，８００」を「８，９００」

に、「９，７００」を「９，７９０」に、「１０，６００」を「１０，６７０」に改め、

同表備考第１項中「死亡若しくは負傷の原因である事故が発生した日又は診断によつて死

亡の原因である疾病の発生が確定した日若しくは診断によつて疾病の発生が確定した日」

を「事故発生日」に改める。

　　　附　則

　（施行期日）

１　この条例は、公布の日から施行する。

　（経過措置）
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２　この条例による改正後の奈良市消防団員等公務災害補償条例第５条第２項、附則第３

条の４第５項及び第６項並びに附則第４条第７項及び第８項並びに別表の規定は、令和

２年４月１日以後に支給すべき事由の生じた奈良市消防団員等公務災害補償条例第５条

第１項に規定する損害補償（以下この項において「損害補償」という。）並びに同日前

に支給すべき事由の生じた同日以後の期間に係る同条例第４条第３号に規定する傷病補

償年金、同条第４号イに規定する障害補償年金及び同条第６号イに規定する遺族補償年

金（以下この項において「傷病補償年金等」という。）について適用し、同日前に支給

すべき事由の生じた損害補償（傷病補償年金等を除く。）及び同日前に支給すべき事由

の生じた同日前の期間に係る傷病補償年金等については、なお従前の例による。

　（提案理由）

　非常勤消防団員等に係る損害補償の基準を定める政令の一部改正に伴い、非常勤消防団

員等に係る損害補償の補償基礎額を改定するほか、所要の改正を行おうとするものであ

る。
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奈良市議案第１０７号

奈良市企業職員の給与の種類及び基準に関する条例の
一部改正について　　　　　　　　　　　　　　　　

　奈良市企業職員の給与の種類及び基準に関する条例の一部を次のように改正しようとす

る。

　　令和２年９月８日提出

奈良市長　　仲　川　元　庸　　

　　奈良市企業職員の給与の種類及び基準に関する条例の一部を改正する条例

奈良市企業職員の給与の種類及び基準に関する条例（昭和４１年奈良市条例第３０号）

の一部を次のように改正する。

第１９条第１項中「通勤手当」の次に「、特殊勤務手当」を加え、同条第２項中「、第

７条」を削る。

第２０条第１項中「通勤手当」の次に「、特殊勤務手当」を加え、同条第２項中「、第

７条」を削る。

　　附　則

（施行期日）

１　この条例は、令和２年１０月１日から施行する。

（経過措置）

２　この条例による改正後の奈良市企業職員の給与の種類及び基準に関する条例第１９条

第２項及び第２０条第２項の規定は、この条例の施行の日以後の勤務に係る特殊勤務手

当について適用する。

（提案理由）

企業局の会計年度任用職員に特殊勤務手当を支給できるようにするため、所要の規定の

整備を行おうとするものである。
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奈良市議案第１０８号

令和元年度奈良市水道事業会計
未処分利益剰余金の処分について

　令和元年度奈良市水道事業会計未処分利益剰余金１，７３９，４８２，１１３円のう

ち、９００，０００，０００円を資本金へ組み入れ、その残余を繰り越すものとする。

　　令和２年９月８日提出

奈良市長　　仲　川　元　庸　　
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奈良市議案第１０９号

奈良市基本構想の目標年度並びに奈良市第４次総合計画後期基本
計画の目標年度及び計画期間の変更について　　　　　　　　　

　奈良市基本構想の目標年度並びに奈良市第４次総合計画後期基本計画の目標年度及び計

画期間を変更したいので、奈良市行政に係る基本的な計画の議決等に関する条例（平成２

２年奈良市条例第２０号）第３条第１項の規定により、議会の議決を求める。

　　令和２年９月８日提出

奈良市長　　仲　川　元　庸　　

１　変更内容

奈良市基本構想及び奈良市第４次総合計画後期基本計画の目標年度をいずれも「２０

２０年度（平成３２年度）」から「２０２１年度（令和３年度）」とし、奈良市第４次

総合計画後期基本計画の計画期間を「２０１６年度（平成２８年度）から２０２０年度

（平成３２年度）」の「５年間」から「２０１６年度（平成２８年度）から２０２１年

度（令和３年度）」の「６年間」とする。

２　変更の理由

次期総合計画の策定にあたり、新型コロナウイルス感染症の感染拡大による社会情勢

や今後の社会全体のあり方への影響等を踏まえた内容とするため、次期総合計画の計画

開始年度を２０２２年度（令和４年度）とし、これに伴い、現行の奈良市基本構想の目

標年度並びに奈良市第４次総合計画後期基本計画の目標年度及び計画期間を１年間延長

するものである。
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奈良市議案第１１０号

工事請負契約の締結について

　奈良市デジタル同報系防災行政無線屋外拡声子局設備工事について、次のとおり工事請

負契約を締結するものとする。

　ただし、設計変更に伴い必要があるときは、請負金額の５パーセント以内において変更

することができる。

　　令和２年９月８日提出

奈良市長　　仲　川　元　庸　　

１　契 約 の 目 的　　奈良市デジタル同報系防災行政無線屋外拡声子局設備工事

２　契 約 の 方 法　　一般競争入札

３　契 約 金 額　　２８６，０００，０００円

４　契約の相手方　　奈良市高天町２２番地の２　明治安田生命奈良ビル

日本電気株式会社

　奈良支店長　中川　裕子
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奈良市デジタル同報系防災行政無線屋外拡声子局設備工事の概要

１．工事場所　　奈良市二条大路南一丁目１番１号他

２．工事概要

　（１）奈良市庁舎親局設備工事　　　一式

　（２）屋外拡声子局設備工事　　２５箇所

　　ア．小学校

　　　登美ヶ丘小学校、富雄北小学校、あやめ池小学校、伏見小学校、都跡小学校、

　　　大宮小学校、佐保小学校、飛鳥小学校、明治小学校、鶴舞小学校、済美南小学校

　　イ．小中学校

　　　富雄第三小中学校

　　ウ．中学校

　　　平城中学校

　　エ．高等学校

　　　一条高等学校

　　オ．その他

西登美ヶ丘一丁目街区公園、朝日町二丁目１号街区公園、西部生涯スポーツセン

ター、七条コミュニティスポーツ会館、六条西六丁目２号街区公園、帝塚山五丁目

街区公園、平城公民館歌姫分館、藤ノ木台第２号街区公園、佐保台第３号街区公

園、青山七丁目街区公園、押熊町街区公園

３．工　　期　　契約の日から令和３年３月３１日まで
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奈良市議案第１１１号

工事請負契約の締結について

　大和中央道（敷島工区）街路改良工事について、次のとおり工事請負契約を締結するも

のとする。

　ただし、設計変更に伴い必要があるときは、請負金額の５パーセント以内において変更

することができる。

　　令和２年９月８日提出

奈良市長　　仲　川　元　庸　　

１　契 約 の 目 的　　大和中央道（敷島工区）街路改良工事

２　契 約 の 方 法　　制限付一般競争入札

３　契 約 金 額　　２９６，６８９，８００円

４　契約の相手方　　奈良市柏木町３８３番地

大和中央道（敷島工区）街路改良工事森髙・三和特定建設工事共同

企業体

　代表者　森髙建設株式会社

　　　　　　代表取締役　森髙　美樹

　　　　　三和建設株式会社

　　　　　　代表取締役社長　小林　伸嘉
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大和中央道（敷島工区）街路改良工事の概要

１．工事場所　　奈良市敷島町二丁目地内他

２．工事規模　　街路改良工事　　　　Ｌ＝３９５ｍ

　　　　　　　　　道路土工　　　　　一式

　　　　　　　　　構造物撤去工　　　一式

　　　　　　　　　擁壁工　　　　　　一式

　　　　　　　　　地盤改良工　　　　一式

　　　　　　　　　舗装工　　　　　　一式

　　　　　　　　　排水構造物工　　　一式

　　　　　　　　　縁石工　　　　　　一式

　　　　　　　　　防護柵工　　　　　一式

　　　　　　　　　仮設工　　　　　　一式

３．工　　期　　契約の日から令和３年３月３１日まで

− 136 −



− 137 −



− 138 −



奈良市議案第１１２号

工事請負契約の締結について

　（仮称）平城西小中学校建設その他工事について、次のとおり工事請負契約を締結する

ものとする。

　ただし、設計変更に伴い必要があるときは、請負金額の５パーセント以内において変更

することができる。

　　令和２年９月８日提出

奈良市長　　仲　川　元　庸　　

１　契 約 の 目 的　　（仮称）平城西小中学校建設その他工事

２　契 約 の 方 法　　一般競争入札

３　契 約 金 額　　２，１１７，５００，０００円

４　契約の相手方　　奈良市高天町４３番地１

ＲＥＢＡＮＧＡ近鉄奈良駅高天町ビル３０１

　　　　　　　　　　（仮称）平城西小中学校建設その他工事村本・大倭特定建設工事

　　　　　　　　　　共同企業体

　代表者　村本建設株式会社奈良営業所

　　　　　　所長　原田　徹雄

　　　　　大倭殖産株式会社

　　　　　　代表取締役　矢追　家麻呂
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（仮称）平城西小中学校建設その他工事の概要

１．工事場所　　奈良市神功二丁目１番地他

２．工事規模

（１）建築主体工事　　　一式

　　　　校舎増築工事

　　　　　　延床面積　３，９３５．０７㎡

　　　　　　構造階数　鉄筋コンクリート造　３階建

　　　　屋内運動場増築工事

　　　　　　延床面積　　　６０８．６４㎡

　　　　　　構造階数　鉄筋コンクリート造（一部鉄骨造）　２階建

　　　　給食室増築工事

　　　　　　延床面積　　　　９５．４０㎡

　　　　　　構造階数　鉄骨造　平屋建

　　　　テニスコート新設工事　２面

　　　　既設校舎改修工事

　　　　　　延床面積　５，６８３．２１㎡

（２）解体撤去工事　　　一式

（３）電気設備工事　　　一式

（４）機械設備工事　　　一式

（５）昇降機設備工事　　一式

（６）外構工事　　　　　一式

３．工　　期　　契約の日から令和３年３月３１日まで
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奈良市議案第１１３号

工事請負契約の締結について

　ＪＲ奈良駅南特定土地区画整理事業雨水調整池築造及び整備工事について、次のとおり

工事請負契約を締結するものとする。

ただし、設計変更に伴い必要があるときは、請負金額の５パーセント以内において変更

することができる。

　　令和２年９月８日提出

奈良市長　　仲　川　元　庸　　

１　契約の目的　　ＪＲ奈良駅南特定土地区画整理事業雨水調整池築造及び整備工事

２　契約の方法　　制限付一般競争入札

３　契 約 金 額　　２９３，９２０，０００円

４　契約の相手方　　奈良市東紀寺町二丁目８番８号

ＪＲ奈良駅南特定土地区画整理事業雨水調整池築造及び整備工事　

奈良県緑化土木・廣岡建設特定建設工事共同企業体

　代表者　奈良県緑化土木協同組合

　　　　　　代表理事　野島　岩雄

　　　　　廣岡建設株式会社

　　　　　　代表取締役　貫定　毅巳
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ＪＲ奈良駅南特定土地区画整理事業雨水調整池築造及び
整備工事の概要

１．工事場所　　奈良市大森西町地内

２．工事規模　　工事延長　　　　　　　Ｌ＝８４．４ｍ

　　　　　　　　　雨水調整池築造工　　一式

　　　　　　　　　道路土工　　　　　　一式

　　　　　　　　　舗装工　　　　　　　一式

　　　　　　　　　排水構造物工　　　　一式

　　　　　　　　　整地土工　　　　　　一式

　　　　　　　　　構造物取壊し工　　　一式

　　　　　　　　　雨水管　　　　　　　一式

　　　　　　　　　下水道　　　　　　　一式

　　　　　　　　　上水道　　　　　　　一式

３．工　　期　　契約の日から令和３年３月３１日まで
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奈良市諮問第６号

人権擁護委員の候補者の推薦について

　人権擁護委員の候補者として次の者を推薦いたしたいので、人権擁護委員法第６条第３

項の規定により議会の意見を問う。

　　令和２年９月８日提出

奈良市長　　仲　川　元　庸　　

住　所　　

氏　名　　西
さい

　塔
とう

　　京
きょう

　子
こ
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履　　　　歴　　　　書

氏　　名　　　西　塔　　京　子

生年月日　　　

現 住 所　　　

学　　　　　　　歴

　　

職　　　　　　　歴

　　

　　

　　

　　

　　

　　

　　

　　

　　

　　

− 159 −



奈良市諮問第７号

人権擁護委員の候補者の推薦について

　人権擁護委員の候補者として次の者を推薦いたしたいので、人権擁護委員法第６条第３

項の規定により議会の意見を問う。

　　令和２年９月８日提出

奈良市長　　仲　川　元　庸　　

住　所　　

氏　名　　三
み

　谷
たに

　　誠
せい

　一
いち
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履　　　　歴　　　　書

氏　　名　　　三　谷　　誠　一

生年月日　　　

現 住 所　　　

学　　　　　　　歴

　　

　　

職　　　　　　　歴
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奈良市諮問第８号

人権擁護委員の候補者の推薦について

　人権擁護委員の候補者として次の者を推薦いたしたいので、人権擁護委員法第６条第３

項の規定により議会の意見を問う。

　　令和２年９月８日提出

奈良市長　　仲　川　元　庸　　

住　所　　

氏　名　　宮
みや

　久
く

　保
ぼ

　　ひ　と　み
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履　　　　歴　　　　書

氏　　名　　　宮　久　保　　ひ　と　み

生年月日　　　

現 住 所　　　

学　　　　　　　歴

　　

職　　　　　　　歴
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